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近年、日本人の食生活は大きく変化し、「食」の外部化や社会化が進展した。生産

から消費に至るまでの間に、加工工程を経由することが一般化し、多くの産業や主体

が関わるようになった。こうしたフードシステムの成長によって、豊かな食生活が実

現したが、その反作用も多様な局面で発現し、深刻な社会問題も表面化している。つ

まり、「農」と「食」の距離が拡大し、その関係性も複雑化したのである。その結果、

個々の経済主体から見れば、全体への寄与が間接的であったり、部分的であったりす

るため、直接的な関係性が認識されにくくなっている。このような状況下では、シス

テムの全体像を意識的に視野におさめ、システムに沿いながら食をめぐる問題を考え

ていくことが必要となる。そのため、フードシステム研究に対する期待は著しく高ま

っている。しかし、その研究方法は必ずしも確立していないため、今なお、具体的な

実証研究を必要とする段階にある。 

本稿では、こんにゃくを対象とした、フードシステムの実証研究を目的としている。

第 1 部第 1 章では、フードシステム研究をめぐる問題状況を整理した上で、こんにゃ

くが特徴的な商品特性を持つため、フードシステム研究の対象として非常に重要な品

目であることを明らかにした。それは、第 1 に、古くから加工工程を経由する食品で

あるため、加工主体の性格の変化とフードシステムとの関係性について分析しやすく、

 



 

そして第 2 に、汎用性が低いことを要因としてシンプルなフードシステムを特徴とし

ているため、品目別分析に適しているからである。 

第 2 部では、こんにゃくのフードシステムにおける構造変化に関して、動態的かつ

総合的な把握を課題とした。具体的には、こんにゃくの商品特性と加工工程の特徴を

考慮した上で、基礎条件として消費構造と加工技術に注目しながら、主体間関係の変

化の解明を試みている。その際、①商品の生産・加工・流通（第 2 章～第 5 章）、②

付加価値の分配（第 6 章）という 2 つの側面から接近し、前者については、時期別の

分析を行った。 

第 2 章は、戦後から 1960 年代までを対象としている。基礎条件に注目すれば、消

費は量的には拡大しており、加工技術は原生的な段階にあった。特に、加工技術の水

準の低さが影響し、2 つの局地的な原料・製品市場が併存していた。具体的には、東

日本では製粉加工工程を挟む精粉法、西日本では製粉加工工程を挟まない生イモ法が

主流であった。こうした原料・製品市場の地域性は、栽培歴や食習慣の形成期におけ

る地域差など、歴史性との関係が強い。 

また、技術水準が低かったため、イモ・製品の低い保存・流通適性による影響も強

く、流通範囲は限定されていた。この時期においては、各地域内で主体間が隣接する

連鎖関係と、零細規模の主体が多数存在する「原子的」な競争構造を特徴とした。 

続く第 3 章が対象とする 1970 年代から 1980 年代前半は、基礎条件に注目すれば、

消費は量的な飽和局面に移行し、主要な加工工程において技術革新が生じた時期であ

る。この時期には、小売主導型流通システムへの転換によってコストの削減が、また

高度経済成長期の労賃コストの高騰によって省力化への対応が求められた。両者の条

件を満たした精粉法が全国的に浸透し、原料・製品市場が単一化していく。つまり、

基礎条件の変化に影響されて、供給システムの単一化と効率化が進行したのである。 

また、各部門においては、新技術の導入者を中心とした構造変化が進行している。

第 1 に、製造・小売部門では、包装工程や製造工程における機械導入に積極的な製造

業者が、スーパーとの取引関係を獲得し、成長していく。第 2 に、原料供給部門では、

荒粉加工工程における技術革新が決定的であったが、その導入者は 1960 年代以前か

らの大規模原料業者に限定された。そこには、機械導入に伴う資金調達や原料調達の

変化が影響している。こうして製粉加工部門では、歴史的な経路に依存した構造変化

が起こり、イモ生産部門にも大きな影響を与えた。こうして、イモ生産・製粉加工部

門においては、1960 年代以前から精粉法の経験を蓄積していた、群馬県の成長と集

中が進行している。 

そして第 4 章は、1980 年代中盤以降を対象とするが、その基礎条件に注目すれば、

家庭用消費量の減少と業務用消費量の増加による、消費構造の転換が顕著な時期と言

える。これを背景にして、海外の供給システムが急速に整備され、国内の供給システ

ムに対する影響力が拡大していく。 

またこの 1980 年代中盤以降は、製品輸入が急増した時期でもあった。1990 年代以

降には、中国からの業務用仕向け製品が急増している。業務用仕向け製品は、作業工

 



 

程において労働集約的な部分が多いため、国際的な労賃の格差が反映しやすく、中国

が有利な状況にある。つまり、この時期には変化した基礎条件の下で、経済的な状況

の差異を利用しながら、生産・加工・流通の垂直的な分業関係が、国際的に再編され

ているのである。 

以上のように、第 2 章から第 4 章における、商品の生産・加工・流通関係に注目し

た分析によって、基礎条件の変化と副構造への影響が明らかになったと言えよう。す

なわち、第 1 に、消費構造に注目すれば、消費の量的な飽和や減少は、供給システム

を単一化させる方向に作用した。さらに消費の質的な転換は、供給システムを多様化

させる方向に作用している。また、第 2 に、加工技術に注目すれば、技術水準が低い

段階では、各地域内で主体間が隣接する連鎖関係と、競争構造における原子的な状態

を特徴とした。技術革新により、工程作業や商品の品質が標準化し、大量生産・大量

流通システムが形成されている。その過程の中で、連鎖構造においては、垂直的な分

業関係が広域的に再編され、競争構造においては、主体の規模拡大と集中化が進行し

たのである。 

第 6 章では、第 2 部の第 2 の視点である付加価値の分配関係に注目して、主体間関

係の変化に接近した。商品形態別価格の対応関係に注目すると、価格形成システムに

大きな変化が見られ、付加価値の各主体への分配・帰属割合も大きく変化していた。

1970 年代の素材重視型のフードシステムから、1980 年代中盤以降は川下主導型のフ

ードシステムに転換していたことが明らかとなった。 

第 1 の視点である商品の生産・加工・流通面から接近すると、新技術の導入者が大

規模化し、集中度を高めていくのが特徴であった。しかし、第 2 の視点である付加価

値の分配面にも注目すれば、取扱量シェアの拡大が付加価値の分配・帰属金額の増加

につながるかどうかは、部門や主体によって大きく異なっている。スーパーでは、取

扱量シェアの拡大に加えて、1商品あたりの分配・帰属割合の上昇が相乗的に作用し、

付加価値は大幅に増加した。その結果、小売部門における地位が高まっているだけで

なく、フードシステム全体において、その影響力が大きくなっている。それとは対照

的に、群馬県のイモ生産・製粉加工部門では、取扱量シェアの集中が顕著であったの

だが、1 商品あたりの分配・帰属割合の減少がそれ以上に著しかった。その結果、付

加価値の分配・帰属金額は大きく減少している。ここで明らかなように、フードシス

テムにおけるメインプレーヤーが川上部門から川下部門へと大きく移動しているの

である。 

第 3 部の第 7 章では、こんにゃくのフードシステムの再編の方向性を検出すること

を課題とした。特に、付加価値の分配・帰属割合が大きく減少している川上・川中部

門に焦点を当て、そのような状況への各主体の対応を分析している。そのため、現時

点においてこうした問題を乗り越えているような、2 つのタイプの先進事例に注目し

た。 

第 1 に、他段階へ進出するタイプである。それは、1 経営主体が、従来の専門的な

部門に加えて、自ら他段階に進出することを指す。ここでは、農家がイモを作るだけ

 



 

でなく、製品の製造や販売に展開している事例を分析した。他段階へ進出する場合、

その規模は小さく、自らの専門部門の特徴を強化する方向でなされていた。それによ

って商品が差別化され、小売価格を自主的に設定できている。さらに、他段階の機能

を内部化しているため、付加価値の分配・帰属割合も上昇し、高い収益率を実現して

いた。 

また第 2 のタイプは、協調・連携関係を構築する対応であり、それは系列性を持た

ない多段階の意思主体が、共通目的の実現のために、協調しながら連携する関係を結

ぶことを指す。ここでは、有機無農薬栽培したイモの製品化を共通目標として、農家、

イモ仲買人、原料業者、製造業者が連携している事例を分析した。多段階の参加主体

が、各自の得意な機能を発揮しながら、協力している。それによって、新しい商品価

値を実現し、高い付加価値を獲得している。また、長期間に渡る安定的な連携関係の

下で、各主体の役割に応じて、付加価値が分配されている。その結果、参加主体の経

営の再生産条件が安定化していた。 

こうした 2 つのタイプに共通して、これまでの一般的な構造変化の方向性とは異な

るような、他部門との関連性を深める動きが見られる。そうした行動によって各自の

経営資源を強化し、総付加価値の増加や分配・帰属割合の向上が図られていた。そし

て、このような動きは、供給主体の側から見れば、経営の再生産条件の回復につなが

っている場合が多い。また消費者の側から見ても、開発された商品によって、新たに

高い効用が得られている場合が多いことも明らかである。つまり、供給主体と消費者

の双方にとって状況が改善されており、こんにゃくのフードシステムの再編の一つの

方向性を示唆していることは間違いない。 

 


